
１．はじめに

工学における教育プログラムに関する検討委員会

（1998）によれば，「工学とは数学と自然科学を基礎と

し，ときには人文社会科学の知見を用いて，公共の安

全，健康，福祉のために有用な事物や快適な環境を構

築することを目的とする学問である．工学は，その目

的を達成するために，新知識を求め，統合し，応用す

るばかりでなく，対象の広がりに応じてその領域を拡

大し，周辺分野の学問と連携を保ちながら発展する．

また，工学は地球規模での人間の福祉に対する寄与に

よってその価値が判断される．」とある．また理学と

は広辞苑によれば「自然科学の基礎研究諸分野の称」

とある．

本シンポジウムの表題となっている「理学と工学の

融合」について，どのように考えられているのか，い

ろいろな人と議論をしていると人によって温度差があ

るように思われる．筆者が勤務している「産業技術総
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合研究所（英文名：National Institute of Advanced
 

Industrial Science and Technology，以下「産総

研」）」では，サイエンスとエンジニアリングについて

はよく議論になる．研究開発とその先にある製品化に

ついて，基礎研究→開発研究→製品化（→マーケティ

ング）の順に発展していく，というリニアモデルとい

う考え方があり，これについてどう考えるかというこ

とは産総研に入ってきたポスドククラスや新任の研究

者に対する研修のグループ討議でよく与えられるテー

マである（現在は否定的に考えられることが多い；た

とえば山辺（2006））．産総研で工学的研究を実施して

いる研究者もいつもエンジニアリングのことを考えて

いるわけではなく，メカニズムがわからないまま新し

い事象が発見されれば，そのメカニズムを分析し，さ

らなる応用研究に進むべくサイエンス的な研究も実施

している．何も理学部出身だからいつもサイエンスを

やっているわけではなく，工学部出身だからいつもエ

ンジニアリングのことをやっているわけではないはず

ある．つまり理学と工学の融合は一人の研究者の頭の

中で起きているはずであり，それができかつ評価され

る環境が環境科学の分野では重要である．

２．多層都市キャノピーモデルの構築

筆者が多層都市キャノピーモデルを作るきっかけと

なったのは，ある大学の工学系のセミナーに呼ばれ，

メソスケールモデルを用いた都市気候の解析の話をし

た際，「都市のような複雑な表面を持っているところ

でモデルが出している地上気温はどこの気温を指して

いるのか」と問われたことに始まる．（当時の）気象

学の範囲で言えば，都市のビルが作るでこぼこにより

生成される抗力（風の方向に対して逆向きにかかる力

で風速を減衰させる）を粗度長を使用して表したとき

に，ゼロ面変位（地上にある物体の大きさを無視でき

ないとき，境界層の対数風速プロファイルの起点とし

て地表面から移動する距離）を考慮してかつビル上に

できる近似的コンスタントフラックス層の中の“ある

高さ”，と言うこともできるが，では具体的にどこか

といわれると，なかなか答えるのは難しい．つまり，

それは実際の都市を抽象化した空間の中に位置してい

る点ではあるが，それが東京の大手町のビル街のどこ

かということを言うことはなかなか困難である．しか

し，工学的にはどこかを明確にしなければいけない場

合も多い．

一方，当時の建築のモデルはビルのまわりにどのよ

うに日射があたるかを計算し，日陰・日向を含めてあ

る時刻のビルまわりの温度分布を数値流体力学

（Computational Fluid Dynamics；CFD）モデルを用

いて詳細に計算することができた．しかし，気象を

やっている者からみると，ではそれはいつ「実現」す

るのでしょうかということを問いたくなる．なぜなら

大気境界層では風速などの時空間変動が非常に大き

く，瞬時でみると時間毎に大きく異なる温度分布にな

ることを観測により知っているためである．気象の分

野で使用するメソスケールモデルは時間変化の概念が

比較的明確ではあるが，空間的な実用性は無く，建築

の分野で使用するCFDモデルは空間的には明確であ

るが時間的には不明確である．しかし，これはこれで

よかったのである．気象学の大きな社会的な貢献は防

災予報にあり，時間変化や予報が重要である．一方建

築学では具体的な設計をしなければいけないため，人

間のスケールでの空間的な変化は明確でなければなら

ないが，時間変化について変動の幅がわかっていれば

よく，気候値を用いれば十分である．

これら双方の欠点を補い，日変化も追えながら都市

のビル街の中からその上までの状況を表現できるモデ

ルとして多層都市キャノピーモデルを考えた（近藤・

劉 1998；Kondo et al.2005）．これは水平方向には数

百mから１km程度の街区を考えてその鉛直構造を

合理的に平均化していくにはどうすればよいかという

問題を考えたもので，特に対象街区内のビルの床面積

の鉛直方向の変化を考慮に入れた放射環境や風環境を

考慮した点が独創的なモデルである．当時は都市キャ

ノピー内の乱流輸送をどう考えればよいかよくわかっ

ていなかったので従来の手法を踏襲した．このような

考えは理学なのか，工学なのか筆者にはよくわからな

い．理学的ないいわけを考えるのであれば，都市の総

括的熱容量が大きいのは立体構造が原因であるという

仮説を立て，多重放射・散乱をある程度考慮できるよ

うにモデルを構築したともいえる．また工学的には，

都市キャノピーの中で起きている現象について，季節

変化を追いながら環境対策のデザインなどの工学的応

用に利用可能なように構築したともいえる（第１図）．

このモデルでは，第１図のように街区を簡略化した

パラメータをもとに鉛直１次元の運動量，熱，物質の

拡散方程式を解くモデルが基本であるが，メソスケー

ルモデルに組み込む場合には，メソスケールモデルの

下層300m程度の範囲までに組み込んで計算する

（Tokairin et al.2006；Kondo et al.2008）．ただ気

2011年度秋季大会シンポジウム「理学と工学の融合が切り開く新しい都市環境学」の報告
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象学では都市の総体から出てくるエネルギーがその上

で起こる現象にどのような影響を及ぼすかという問題

の方が重要であるので，そのような場合には多層モデ

ルの特徴はあまり発揮されない（Grimmond et al.

2010,2011）．

３．健康影響の評価

筆者らは現在文部科学省（以下文科省）の気候変動

適応研究推進プログラムにおいて「フィードバックパ

ラメタリゼーションを用いた詳細なダウンスケールモ

デルの開発と都市暑熱環境・集中豪雨適応策への応用

（代表：飯塚 悟名古屋大学准教授）」という課題に参

加し，その中で「都市高温化による人間健康の影響評

価」というサブテーマを担当している．これまで産総

研では前節で紹介した多層都市キャノピーモデルに，

外気環境に応じて建物のエ

ネルギー使用量が変化する

ビルエネルギーモデルを連

成させ，具体的なヒートア

イランド対策の評価に使用

し て き た（AIST-CM-

BEM，Kikegawa et al.

2006；Ihara et al.2008）．

そこでは，いろいろな対策

について夏場ばかりではな

く年間のエネルギー使用の

観点からどのような得失が

あるかを東京を例として示

した．たとえば，高反射塗

料を建物の表面に塗布した

場合には，夏は日射を反射

して建物内に進入するエネ

ルギーを小さくするが，冬

季は逆にそのことが暖房需

要を増すことになる．

一方，ヒートアイランド

に限らず，都市の人間環境

に影響を及ぼすものはたく

さん存在する．しかしなが

らそれらの引き起こす影響

や被害も多種多様であり，

相互に比較することは容易

ではない．このような比較

をするために近年開発され

てきた手法が被害算定型環境影響評価手法Life-cycle
 

Impact assessment Method based on Endpoint mod-

eling（LIME）と呼ばれる手法である（伊坪・稲葉

2005）．これは，第２図のような流れで，最終的にあ

る単一指標のもとにいろいろな環境影響や被害を比較

可能にする手法である．被害を算定する対象項目とし

ては，健康影響，社会資産，一次生産，生物多様性な

どがある．Ihara and Genchi（2009）によればLIME

を用いてここ30年の東京の気温上昇の影響について，

エネルギー消費への影響と睡眠障害への影響を比較す

ると，睡眠障害への影響のほうが大きいという結果に

なった．

都市や地球の温暖化にともなう健康への影響は，夏

季を除けば高齢者の寒冷ストレスを低下させる一方，

夏季は疲労や睡眠障害などの軽度の症状が多くの人に

2011年度秋季大会シンポジウム「理学と工学の融合が切り開く新しい都市環境学」の報告

(a)

(b)

第１図 都市キャノピー多層モデル構築の概念図．(a)直達光による日向・日陰
の計算，(b)実街区をどう簡略化するかに関する概念図．(b)の中にあ
るパラメータbは簡略化された街区内にある平均化されたビルの幅，w
はビルとビルとの間隔である．
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現れることの影響が大きいとされる（環境情報科学セ

ンター 2006）．このような健康影響を比較する指標と

してはDisability-Adjusted Life Year（DALY）と

いう単位が用いられている（WHO2013）．

健康被害を算出し，それを防止するためにはきめ細

かな気象要素と健康状態を比較検討する為のデータの

集積が必要である．このような基礎データを集積し，

かつ予測できるモデルを開発すること，さらに自治体

が使用可能なもののプロトタイプを作成することが文

科省のプロジェクトの目標の一つである．このよう

に，具体的な社会的要請や，社会の利益の追求のため

に技術開発を行うのが「工学的」技術開発の一つの特

徴であろう．しかしながら，たとえば第２図のLIME

の流れの矢印の部分にはさまざまなサイエンス的課題

が存在し，それらの解決無しにはこの枠組みはうまく

機能しない．

それでは，都市の温暖化にともなう健康影響の評価

にどのようなことが気象学に要請されているかを考え

てみる．まず，都市のさまざまな構造物やシステムに

影響された細かい時間・空間スケールの気象要素につ

いてそれなりの普遍性を見つけ，それを記述すること

にある．ただし，気象学は自然科学の分野であり，建

築の分野とは異なってその中心に人間はいないことも

特徴である．

文科省のプロジェクトでは，健康影響を評価する

気象側の指標としてwet bulb globe temperature

（WBGT；ISO 7243，JIS Z 8504）を使用することを

考えている．WBGTは次の式で与えられる．

屋外で日射がある場合

0.7×湿球温度＋0.2×黒球温度＋0.1×乾球温度

屋内及び屋外で日射が無い場合

0.7×湿球温度＋0.3×黒球温度

これらを求めるための外気環境側での気象要素は，放

射（長波・短波），気温，湿度，風速の４つであり，

具体的にはこの４つのパラメータの時空間変化を求め

ることになる．地上付近でのこれらの量はまわりの建

物等の影響を大きく受けているため，その影響を合理

的かつ適度な精度で表現できることが必要である．第

３図に2007年夏を対象とした大阪市における平均日最

高気温と平均日最高WBGTについて，我々が開発し

2011年度秋季大会シンポジウム「理学と工学の融合が切り開く新しい都市環境学」の報告

第２図 LIMEの流れ．

第３図 大阪市における2007年夏の (a)平均日
最高気温と (b)日最高WBGTの計算例
（大橋ほか 2011）．
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てきた多層都市キャノピーモデル（AIST-CM-

BEM）で計算した例を示す（大橋ほか 2011）．この

計算ではWRFの結果を境界条件として用いている．

第３図では，日最高気温は海岸（西側）から内陸（東

側）に向かって上昇するのに対し，皮膚温度に近いと

されるWBGTは高層ビルが建ち並ぶ図の中心部で低

く，周辺で高い分布となっている．

もう一つの気象学への要請としては，都市境界層の

スケールよりも大きな時空間スケールをもつ擾乱の影

響をどう都市環境モデル側にとりこむかという問題で

あるが，この問題には名古屋大学などの機関がこのプ

ロジェクトの中で取り組んでいる．

４．行政対応とサイエンス

文科省プロジェクトでは自治体の気候変動適応政策

に貢献することがプロジェクトの成果に対する一つの

条件となっている．行政対応ということと，「理学」

と「工学」との融合との関連で，大気環境の分野で用

いられてきたパスキル安定度という指標について少し

紹介する．この安定度は今から30年ほど前，この気象

学会でもよく議論されていたものである．また行政対

応ということでは，大規模な工場や道路を作る際にそ

の環境影響を事前に評価する環境アセスメントの大気

環境予測評価によく使用される．

パスキル安定度とは，煙の拡散幅や上空へ風速が増

大していく現象が大気の安定度によって異なることか

らこれを指標化し，非連続的に分類したものである．

この指標では，地上付近で観測可能な地上風速と日

射量，放射収支量から大気の安定度をA～Fの６段階

に分類するのが一般的である（第１表，たとえば公害

防止の技術と法規編集委員会 2012）．１本の煙突から

拡散した大気中で反応をしない化学物質の濃度は，た

とえば次のプリューム式と呼ばれる式で表現される．

C＝
Q

2πuσσ
exp － y

2σ
exp －

(H －z)
2σ

＋exp －
(H ＋z)
2σ

ここで，C は濃度，Qは化学物質の排出強度，H は

有効煙突高，σ，σは主風向（x軸方向）に直交する

横風方向と鉛直方向の煙の拡がりのパラメータ，uが

代表風速である．これらのうち最後の３つのパラメー

タが第１表の安定度分類により値や風下距離に対する

依存性が変化する．この式を１時間ごとに平均風向の

変化を勘案して計算し，年間8760時間についてその出

現頻度の重みづけで重合する．

もちろん実現象はこの表の分類のように非連続的に

起こるわけではない．実際，井上栄一先生はこの考え

方を批判し続けておられたのを覚えている．しかしこ

の分類法を用いて煙突や道路からの大気汚染物質の拡

散を計算すると，地形が比較的平坦なところでの長期

平均値については非常によく観測値を説明できる．お

そらくいまだにLESで計算するよりもはるかに簡単

にかつ精度よく計算できるであろう．なぜ科学的には

一見非合理な分類法を用いた結果が現実をうまく説明

できるのか，そこにはさらに奥深いサイエンスが潜ん

でいるはずである．その鍵はこの手法に用いられてい

るアンサンブル平均をとるところにあると筆者は考え

ている．

行政対応には，途中の科学的なロジックの厳密性よ

りもモデルや手法の結果が現実をよく説明できること

が求められる．そのため疫学的調査や統計解析による

手法もよく用いられてきた．またロバストな結果であ

ることも必要条件の一つである．しかし，あまりに科

学的内容の無い手法に対しては，信頼性の問題が残

る．このため近年では数値モデルを行政対応に使用す

る際の考え方としてのverification and validation

（V&V）が大気環境の分野

でも導入されつつある（た

とえばCOST 2007；Coun-

cil for Regulatory Envi-

ronmental  Modeling

2009；近藤 2010）．ここで

前者のVは対象となる現

象の概念モデルを数値モデ

ルに変換するところに瑕疵

が無いかどうかをチェック

するもの，後者のVはモ

2011年度秋季大会シンポジウム「理学と工学の融合が切り開く新しい都市環境学」の報告

第１表 パスキルの安定度分類．

地上風速
(ms )

日 中 日中と夜間 夜 間

日射量(Wm ) 本曇
(雲量8-10)

上層雲
(雲量5-10)
0--59

雲量
(0-4)
＜-60

強
＞580

並
579-290

弱
＜290

＜2 A  A-B  B  D --- ---
2～3 A-B  B  C  D  E  F
3～4 B  B-C  C  D  D  E
4～6 C  C-D  D  D  D  D
＞6 C  D  D  D  D  D

は放射収支量(Wm )
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デルを具体的な計算対象に応用して計算した時にどの

程度の定量的不確かさの範囲にあるかどうかをチェッ

クするものとされることが多い．これらにはその判定

基準を決めておく必要がある．

５．おわりに

研究の実施，管理，理学，工学を必然的に融合させ

ざるを得ない立場から本稿を作成してみた．近年，自

然を記述しそのメカニズムを解明することを主体とす

る理学といえども社会との関わりが必然的になってき

ている．環境問題においては，科学的事実にたとえ確

実性があったとしても，社会的なコンセンサスが必ず

しも簡単に得られるわけではない．ましてこれだけ環

境問題が複雑となり，科学的事実に不確定性がある状

況でどのように社会・経済と連携（connection）して

いくのか，理学に主に携わっている人にとっても重要

となってきている．ここでは都市の温暖化に伴って懸

念される健康影響評価について，気象学がどうかか

わっていくのかについて紹介するとともに，工学的考

え方，理学的考え方の双方が環境問題の分析や解決に

とって重要であることを述べた．

Disciplineにより自然科学を細分することは一方で

自然の理解を深めてきた．しかし変動する地球環境と

その人類への影響や適応策を研究しなければならない

今日，過度の細分化はシステムとしての地球の理解や

いまや避けることができなくなった科学の社会・経済

等との連携において障害となってきている．このこと

は最近borderless scienceとしてよく国際会議でも議

論されるようになった．つまり，multidisciplineで

あり，社会・経済との連携を深めていかなければなら

ない中で，科学の研究にいろいろな意味で自ら境界を

設けてしまうことはその発展を阻害するものとなる．

地球環境や都市の環境を研究する上で扱わなくてはい

けない情報や手法の種類や量は今や膨大であり，研究

の効率化は至上命題である．しかし，過度にミッショ

ンやdisciplineにこだわり，明確に研究内容を仕分け

てしまうことも全体の研究の効率を下げることにつな

がっている．

社会との連携を考えたとき，工学の製品は常に市場

の評価を受けている．またロバストでない「いいかげ

ん」なものはすぐ市場に淘汰される．一方，理学はそ

の本質から特に発展段階では必ずしもロバストではな

い．また結論を得るのに非常に時間がかかることもし

ばしば存在する．工学の製品と同様にロバストさを求

める社会に対し，どう理学がつきあっていくのか大き

な課題であろう．環境問題の中には，メカニズムが解

明される以前に原因と結果の統計的因果関係から対策

技術を打つことにより問題が解決される例も存在す

る．それが理学の研究者の怠慢と社会から非難されな

いように頑張っていく必要がある．
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